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論 文 内 容 要 旨          
 本研究は，社会インフラの維持管理システムの一例として，電気通信用地下管路検査システムの実現を目指し
たものである．現代の情報通信サービスを支える通信基盤設備は，膨大な設備量となっており，かつ，経年変化
からの老朽化もあり，経済的，効率的かつ信頼性の高い点検により，更改／継続利用の判断を実施して，サービ
スの維持管理に努める必要がある．本論文は，レーザビーム走査型管路検査センサの基本原理を考案，実管路に
適用できる試作システムを構築・運用し，単純なしきい値処理による管内形状の欠陥自動検出方法，管路うねり
形状の測定算出方法とその誤差要因評価を，設置現場に可能な限り近い形での実験を通じて行い，その有効性に
ついて検証を実施したものである． 
第1章では，序論として，まず，本研究の背景について述べている．本論主題のレーザビーム走査型管路検査
システムの検査対象である地下管路を含めた電気通信基盤設備の大半は，すでに建設後 30 年を超過し，老朽化
が大きな課題になっている．従来，網羅的かつ一定周期で点検し，必要に応じて補修・更改して行くという予防
保全の考え方がとられてきた通信基盤設備の保守点検は，予算・人員の制約から，劣化進行の予測に基づき最適
なタイミングで点検・補修を行うという予測保全の考え方へと変わりつつある．また，急増する自然災害への対
応・目配りも必要不可欠なものとなってきている．さらに，当該分野における現在の技術概況，本研究の目的お
よび課題と各章における具体的な研究の内容，研究の意義，論文の構成について述べている．  
第2章では，高速かつ高精度な管内面形状の測定を実現するため，三角測量式レーザ変位計の光路に二枚の反
射鏡を挿入し回転するレーザビーム走査型管路検査センサを発案し，試作実現している．三角測量式レーザ変位
計の，被測定面変位とセンサ出力の特性曲線は双曲線の一部になっている．さらに，走査器，レンズ，受光素子
などの位置合せ誤差など測定精度を劣化させる要素が存在する．その点を確認し，最適手段を選択するために，
センサ出力から管壁変位を計算するアルゴリズムとして，線形近似法，ベクトル合成法，全方向校正法の３つを
提案し，実験により比較検討している．さらに，パーソナルコンピュータを用いて，本センサのデータを取得・
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表示し管内面の様子を可視化するために，断面形状・母線形状・二分割表示・三次元表示の三つの内面形状マッ
ピングシステム（ソフトウェア）を開発している．また，本管路検査システムの構成と，装置を車載して現地に
赴き，マンホールからセンサを挿入，もう一端のマンホールからセンサをけん引する管路検査システムのオペレ
ーション概要について述べている．さらに，この管内形状検査用レーザビーム走査型センサを用いて実施したフ
ィールド実験の結果について述べ，本システムが通信用地下管路の不良個所・欠陥の検出に有効であることを示
した．本システムにより，パイプカメラでは像の歪みから困難な管内形状の定量的な把握が可能となり，管路の
屈曲，穴あき，継手離脱，扁平，土砂詰まりなどの不良事象を検出することが可能であることを示した． 
 第３章では，まず，本システムの基本原理にあたる三角測量法の受光角度設定方法について述べている．被測
定面の散乱特性に基づく集光量と集光レンズの倍率に基づく受光感度のトレードオフに着目し，これらが共に大
きくなる角度方向に三角測量法の受光角度が設定されるような設計方法を提案している．本方法に従えば，市販
されている三角測量式レーザ変位計の受光角度設定の多くが合理的に説明できることを示した．次に，管壁の反
射率の急激な変動に対応して散乱戻り光強度を安定に保つためのレーザビームの強度（レーザパワー）制御の方
法について述べている．ＰＳＤの受光量信号と半導体レーザの発光量信号を帰還する制御系をアナログ回路で構
成し，半導体レーザの最大定格出力を監視しつつ，ＰＳＤの受光量を一定に保つ高速なレーザパワー制御を実現
した．本制御方法を管路の内面形状を計測するシステムに適用すれば，管壁の多様な反射率に適応した管内形状
検査センサを実現できる可能性を示した． 
第４章では，管路検査の高効率化を目指して，被測定管路内面形状における形状欠陥（または特異点）の自動
検出の可能性について検討を行っている．第２章で考案，検討したレーザビーム走査型管路内面形状センサを，
小径管路内を通過・検査する上で，被測定管路の管内中心とセンサの測定中心（基準）が，偏心することが避け
られないことを前提として，逐次３点の測定値を基にした偏心信号の抑圧アルゴリズムを考案した．また，この
ノッチフィルタと単純なしきい値処理による管内形状の欠陥検知アルゴリズムによって，管内形状の変形を小型
計算機に自動検知させる方法を提案し，ノッチフィルタの特性を把握の上，適切なパラメータ設定を実現し，形
状欠陥自動検出の可能性について検討している．また，実使用されている通信用地下管路を模した実験用管路を
構築して，欠陥検出実験を実施し，管内形状の模擬欠陥や離脱した継手部その他の３つの継手間隙を的確に検出
できることを確認し，管路点検作業における管内形状欠陥の検出の高効率化を実現可能であることを示唆してい
る．最後に，本章で述べた欠陥検出方法の有効性に関して，ノッチフィルタの設定によって拡張される管内形状
欠陥検出範囲について明らかにしている． 
 第５章では，地下に敷設されていて不可視であるために，地上からその敷設経路や曲り具合を知る手段がない
通信用地下管路のうねり形状を求める可能性について検討している．第２章で検討したレーザビーム走査型管路
内面形状センサを，小径管路内を通過・検査する際に，管路曲部の内面形状測定値より，センサ本体長を弦とし
て近傍の管軸方向の曲率半径を求め，これに基づいて管路のうねり形状を求める逐次式を理論的に導出し，管路
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のうねり形状を求める可能性について検討している．さらに，実験によって，管路のうねり形状を，数メートル
程度の短い区間毎に区切り，弦の高さで評価して概ね20％程度の誤差をもって算出でき，おおよその屈曲方向・
曲率を推量することが可能であることを示唆することができた．実験に用いた約 35m の長尺の管路うねり形状
測定においても，実用上参考になり得る管路うねり形状の測定算出が可能であることを示している．さらに，地
下管路の測定において，有効な屈曲方向・曲率の定量的な算出とその精度向上が必要であると考えられ．特に，
屈曲方向を的確に把握するためには，センサに重力方向を測定する姿勢センサの搭載が必要であることについて
述べている． 
第６章では，第５章の議論を進め，レーザビーム走査型管路内面形状センサによってセンサ出力値（管内面半
径値）から，その近傍の局所的な曲率半径を求める管路うねり形状（不陸蛇行）を逐次計算によって求める測定
方法に関して，誤差要因を評価し，さらなる高精度化の可能性について検討した．基本的な誤差要因として，（a）
ローリングに起因する測定角度誤差，（b）走行に伴う振動に起因する誤差，（c）測定位置の誤差（走行距離計の
誤差）が考えられ，数値計算の結果，（a）と（b）の誤差要因が，同オーダー程度の大きさで測定結果に影響を
与える可能性が高いこと，（c）の誤差要因は，（a）,（b）の誤差に対して，十分小さいことが明らかとなった．
また，ローリング角が小さい（＜20°）場合，（a）ローリングに起因する測定角度誤差は，余弦関数の形で横軸
に添ってゼロ近傍の値となっており，そのために第５章の実験でローリングの推定によってもかなり良いうねり
形状測定結果を算出可能であったことと，この問題は 20°程度の測定精度を有する極めて簡易な姿勢角センサ
（重力センサ）を搭載することで解決可能であることを述べた． 
 21世紀に入って，インターネット上に流れる情報通信のトラフィックは，爆発的に増加しており，人類社会の
情報通信への依存が益々深まることは明らかである．一方で，風水害や地震など自然災害の脅威も頻発し，既存
通信基盤設備の老朽化もあって，情報通信を支える通信基盤設備の信頼性を確保して行くことは，極めて重要な
課題となってきていると考えている．本論文は，三角測量法の測定方向を管内全方向に発展させたレーザビーム
走査型センサを用いた管路検査システムを実現した上で，管内形状の形状欠陥の自動検出方法，管路うねり形状
測定算出方法を提案検証し，それらの設計指針と有用性を明らかにしたものである．以上述べたような保守点検
技術が，有効に活用され，効率の良い設備保全により高信頼の通信設備を維持管理することによって，高度情報
通信社会の発展に寄与できることを願うものである． 
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